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一
　
はじめに
　
法律上、会社は、営利を目的とする法人と位置付けられており、会社法の規定に基づいて設立されたものである
（便宜上、商法の旧規定や有限会社法の規定に基づいて設立された時代のものも含めて考える）
。わが国の経済社会におい
て会社という企業組織が、永きにわたり重要な役割を果たしてきたことは言うまでもないことである。ただ、自然人と比較した場合、会社が、法律上、同等の取り扱いを受けてきたわけではない。会社の権利能力との関係でいえば、性質上の制限、法令による制限は別として、その範囲に一定の線引きをする際に問題となる点として、会社は、その定款に記載された事 目的によって権利能力の制限を受けるのか否かという古くからの論争が存在する。　
会社は、その定款に目的、すなわち当該会社がどのような事業活動を行なうかについて記載することを要し
（会
社二七条一号）
、会社設立に際し、発起人は、定款を作成し、公証人の認証を受ける必要があり
（会社三〇条一項）
、
また、定款は、設立登記の申請の際の添付書類である
（商登四七条二項）
と共に、定款所定の事業目的は、登記事
項でもある
（会社四七一条一号、二号）
。さらに、会社成立後においては、取締役
（代表取締役・執行役）
は、定款を
本店・支店に備え置かなければならない
（会社三一条一項、四項、九七六条八号）
。
　
会社の事業目的を明らかにする意義がどこにあるのか、定款にこれを規定する次元で言えば、第一に、社員の出
資がどのような事業 用いられるか、さらされる危険 範囲を限定するためであり、ひいては、取締役はこれを守る義務を負い、そこからはみ出る行為をすれば差止めを請求されるとともに、それによって会社が た損害を賠償す 責任 うこととな
（
1）
る。
　
ところで、平成一八年改正前民法四三条
（本稿では便宜上、 “民法旧四三条”と表記する）
は、 「法人ハ法令ノ規定
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ニ従ヒ定款又ハ寄附行為ニ因リテ定マリタル目的ノ範囲内ニ於テ権利ヲ有シ義務ヲ負フ」と規定していた。他方、この点につき、平成一七年に制定された会社法
（それ以前の商法の時代も含めて）
には定款所定の事業目的と会社の
権利能力について直接的に定める規 は、当初より存在していない。　
そもそも、民法旧四三条を含め、民法の法人に関する章は、穂積陳重博士の起草にかかる部分であり、法人擬制
説の立場から、英米法の能力外原則
（
ultra vires ）
の理論を導入したものであるとされる。能力外原則とは、一九
世紀中期のイギリスにおいて判例法上形成された理論であり、当初、特別法上の会社について展開され、次第に一般法上の会社にも拡張していったものであり、簡潔に述べ ば、会社は定款によって定められた目的の範囲内においてのみ能力を有し、これを超える契約は能力外の として無効であるとする原則であ
（
2）
る。
　
伝統的に、会社は、社団法人の一種であり、営利社団法人と位置付けられ ことに異論はな
（
3）
いところだが、民法
旧四三条所定 いわゆる能力外原則
（定款記載の目的により法人の権利能力が制限されること）
が、公益法人のみなら
ず、営利法人たる会社にも適用ないしは類推適用されるべきか否か つい は、判例・学説の展開に見られたように非常に意見の分かれるところであった。　
しかしながら、この点に関し、平成一八年に一般法人 の整備法により民法が改正されたため、改正後の三四条
が、会社 も適用されることとなったとされる見解が示され に至ったところであ
（
4）
る。
　
次章以下では、能力外原則 歴史を概観し、民法旧四三条の会社への類推適用に関る判例の変遷、能力外原則を
めぐる学説の展開を検証し、改正後民法三四条 位置付け並びに会社へ 適用の是非について検討していくこ とする。
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二
　
能力外原則の会社への適用の是非
（
1）イギリスでの生成
　
能力外原則のそもそもの定義は、次のようなものであった。会社が、法律または定款によって定められた明示ま
たは黙示の目的の範囲内においてなす行為は有効であり、この目的の範囲を越えてなした行為は、会社の能力外（ultra vires ）
の行為であって無効となり、目的の範囲を越えてなされたすべての行為は、会社を拘束する効力を有
しないのみならず、その後、総社員の追認があっても、その効力を生じることはない。同様に、制限された目的を、一定の営業か 他 営業に容易に変更でき いというものであっ
（
5）
た。
　
会社に対してこのような制限を加える目的は、第一に そ 会社の株主に、自己の資金 如何なる種類の事業の
危険に曝されているか知らしめること よって投資者を保護するためと、第二に、会社 取引 なす者が 支払の担保となる会社の基金が、目的の範囲外 行為に浪費されないよう確保することによって債権者を保護 るためであると説明されてい
（
6）
た。すなわち、株主および会社債権者の利益を考慮した結果、会社の行動範囲に一定の歯止め
をかけようとするものであった。この文脈では、保護されるべき対象として、会社債権者全体を念頭に置き、特定の具体的な取引におけ 相手方の利益は二の次に回されるという利益衡量がされているようにも感じられる。　
したがって、能力外原則のもとでは、会社が有効になしうる行為は、定款の目的の範囲内に制限されることにな
るため、ある行為が、会社の目的 範囲内に属する 否か 決定 つ 、 のづから、目的条項をどの うに解釈すべきかが必要となってく
（
7）
る。
　
イギリスにおいて能力外原則が確立されていく過程では、いくつかの分岐点が認められる。一七世紀には、国王
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の特許状による会社は、擬制的実体も、自然人と同様に行為しうる限りにおいて、自然人の権限をすべて有することが一般的に認められた。もし目 の範囲を超えて濫用されるならば、権限開示令状の如き訴訟手続によっ それを禁止するか、または告知令状の如き訴訟手続によっ 特許状を取消すことができた。しかしながら、漸次特許状による会社にも能力の制限が認められるに至っ
（
8）
た。
　
一八四四年法によって、株式会社
（
joint stock com
pany ）
が、登記により法人格を取得できることが認められた
時にも、未だ、能力外原則は問題にはならなかった。同法は 単に、会社の事業または目的を設立証書に記載し、目的条項の解釈の一般的条項として会社 その目的達成に必要なあらゆる行為をなしうる旨を規定するのみで、設立証書の変更には特に言及していなかっ 。その め 設立証書の中 変更手続に関す 条項を置いていれば、それに従い、あるいは そ ような手続規定を置かなかった場合も、総社員の同意により目的条項は変更可能と理解されていた。なお、こ 時点では、構成員の責任は、まだ無制限のままであっ
（
9）
た。
　
能力外原則の目的は、投資者と債権者の保護にあり、前者については基礎的な変更を全員の同意を必要とする組
合理論によっ 完全に保護され、後者 ついては構成員 無 責任が固執される限り、ほとんど保護する必要がなかった。唯一の問題点としては 取締役の行為がその与えられた権限を超えてい か否か、 し いるならば、その行為を全構成員 よっ 承認できるか否かというこ に過ぎなかっ
（
10）
た。
　
ところで、現在の 起源を見出すこ ができるのは、鉄道ブームから起こった成文法上の会社
（
statu-
tory com
pany ）
についてである。これらの会社は、明らかに能力外原則の必要性を有していたと考えられる。即
ち、会社は、半公益的事業
（重要なる公益を害することのない限り、その事業の管理を、その構成員の意思に委ねて差支
えないところの営業）
をなすものであり、この法人が、いやしくも公共の利益に役立つ事業をなすものである以上、
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その法人の事業の管理指揮のうえで生じる過誤について、何らかの手段が必要であったからである。さらに、国王の特許状による法人 権限を制限し ないという議論は、直接法令による法人に対して適用すべきではない。けだし、最高の主権を有する国会は、希望する方法において、その創造物即ち法人の活動を、明瞭に制限することができたからである。従って、取締役が禁止された取引を締結しようとするな ば、株主の申立によ て禁止され のみならず、授権なき目的に対 契約 能力外とみ して、会社 対し履行を請求す ことはできないとされ
（
11）
た。
　
一八五五年に有限責任法が制定され、社員の有限責任制が、一般に採用されると、普通の株式会社の立場は急速
に変化し始め、これにより、初めて債権者 利益のために、厳格な能力外原則 適用が必要となっ
（
12）
た。
　
翌年の一八五六年会社法は、これまでの設立証書を基本定款と附属定款に分け、附属定款については特別決議に
より変更しうるものとし が 基本定款 ついては特に規定しなかっ
（
13）
た。そのため、従前どおり、総社員の同意が
あれば、これを 更できるものと解されていたが、一八六二年会社法が制定され に至り、基本定款に、会社 目的を記載する旨
（第八条）
を規定し、基本定款に記載された条項は、二つの例外を除いて、絶対的に変更すること
を禁止した
（第一二
（
14）
条）
。
　
これは一般法による会社
（
registered com
pany ）
に適用されるので、能力外原則の基礎となった。一八六二年会
社法が、第八条で基本定款に目的と資本 記載を規定したが、これは 一八四四年株式会社法の設立証書 関する規定をくり返したに過ぎない。しか 、第一二条において、基本定款の目的条項 変更 すべて禁止 た時 、一八四四年 及び一 五六年法 さら 進んだものである。けだし 一八四四年法および一八五六年 は も規定がなければ、多数決または総株主の同意 よって、目的 変更を え からであ
（
15）
る。
　
目的条項の変更禁止規定が設けられた理由については、社員の有限責任制導入との関連で会 債権者保護を目的
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とするものと解する傾向も見られたが、同規定は、有限責任制を採用する会社のみならず、従来通り無限責任制を採用する会社にも適用される のであったため、むしろ株式投資者保護と関連付けられるものであった。その結果、会社が目的とする事実以外にはその財産を危険にさらさせないという確実な保障を得て、株式投資者および会社債権者双方に共通の利益保護を果たすも となったと考え れ
（
16）
る。
　
その結果、会社は、基本定款所定の目的以外のいかなる目的も追求しえないこととなり、総株主の同意によって
も目的の範囲外の行為を追認することができなくなった め 従前は、単に取締役に対して行為の範囲を画するという機能を持つものと理解 余地があったが、も や目的の範囲外の行為は会社自身の能力を超えるも と位置付けられることとなっ
（
17）
た。
（
2）アメリカでの変遷
　
能力外原則発祥の地であるイギリスおよびそれを継受したアメリカでは、能力外の行為へのアプローチは、長年
の間に激しい変貌を経てきた。そ 結果、能力外原則は、もはやかつてのような重要性はないものになってしまったと言えるであろ
（
18）
う。アメリカではもはやこの理論は終焉を迎えたと理解されているが、その意義、沿革について
若干言及することとする。　
ジャクソニアン時代における会社理論の本質は、経済活動を小規模、地域限 的、個別区分的なも に留めるた
め、企業規模および事業範囲を制限しようとするも であった。州および株主 、会社がその権限ま は目的を超えることとなる場合、会社がそのような行為をな を禁ずる権限を有しており、これ いわゆる能力外原則呼んでい
（
19）
た。当時の能力外原則は、非常に強固な効力を持つもので、例えば、オハイオ州最高裁判所は、
Standard 
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O
il T
rust
社に対して、合弁当事会社が定款所定の目的の範囲を超える行為をなしたという理由で、解散を命ずる
判決を下した例もあっ
（
20）
た。
　
制限された目的や権限というのは、時として、会社が、会社と州および株主との間の契約に従っているかどうか
を確保するため、会社の活動を調査するために司法により指名された監察官による監督に服するものでもあっ
（
21）
た。
　
その後のニュージャージー州およびデラウェア州により実践された会社法の近代化および規制緩和の流れが隆盛
するに伴い、能力外原則の重要性は、急激に低下していった。一八九六年、連邦最高裁は、
F
lorida railroad
社に
対し、その主たる事業目的にとって付随的または補助的な行為であるとして、海辺のターミナルでの夏期のホテルのリースと管理を禁ずることを求める訴を退けた例もあ
（
22）
る。
　
その後の学説の傾向を垣間見ると、会社経営者は、明確な制限がない限 において、 の事業目的に って付
随的なも と合理的に認められ 契約や取引を行う自由裁量
（裁量権）
を有するのであるという一般原則にまで、
能力外原則は拡張されたと考え
（
23）
る。
　
現代の会社制定法は、さらに進展し、デラウェア一般会社法一〇一条⒝項では、 「会社は、あらゆる適 な事業
もしくは目的を遂行もしくは実行 た 、設立または組織されることができる」と規定してい
（
24）
る。同法は、
一二二条で長々と権限の一覧を列挙する代わりに、一二一条⒜項で、 「あらゆる会社、役員、取締役および株主は、本章またはいかなる他の法律もしくは定款により与えられる権限および特権を、その の付随的な権限とともに、これらの権限および特権が、定款に規定された事業または目的 行使、遂行もしくは達成にとって必要なものである限りにおいて、有しており、またこれらを行使することができ 。 」と規定してい
（
25）
る。必ずしも大部分の
とはいえないが 多く 会社 、あらゆる適法な活動 する めに設立さ もの 考えられるので、一〇一条⒝
能力外原則の行く末〔堀口　勝〕
60
項と一二一条⒞項の組み合わせは、実際、そのような会社は、あらゆる適法な活動にとって必要または有益なすべての権限および特権を有していることを意味してい
（
26）
る。以上概観してきたように、ジャクソニアン時代の会社の規
模および活動範囲について 制限はもはや廃れて まって久しい。（
3）判例の変遷
　　
①
　
明治四〇年頃までの初期の判例は、 「会社が創業尽力者に対して謝意を表すために金二〇〇〇円を贈ることを約
した契約は会社の目的の範囲外であ
（
27）
る」 、 「銀行の営業科目に荷為替の保証がない以上、これは銀行の目的の範囲外
であ
（
28）
る」 、 「定款をもって手形の支払保証を除外していないからといって、一般銀行業者の目的の範囲内にある手形
の支払保証をその銀行の目的の範囲内にあると断定するのは誤りであ
（
29）
る」などと、目的の範囲を厳格に解し、会社
の権利能力を定款に定められた 限定し、目的遂行に必要な行為を認めることはしなかった。しかし、旧四三条 規定 機械的に文言 通りに解釈するこ に り不合理な結論が導き出さ うことは明白であった。　　
②
　
その後の明治末期にかけての判例の態度は、 「金銭の貸借を目的としない会社であってもその目的とする営業の
ために金銭を借り入れるようなことは、その目的遂 め する行為 って、結局そ 目的の範囲内に属するものに他ならず、そして商人の行為はその営業 ためにするものと推定されるのであるから、その営業のため す
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るものでないことを主張する者が証明すべきであ
（
30）
る。 」とか、 「銀行が小切手に支払保証をしてその支払いの義務を
負担する は、預金または貸付に関する行為に他ならな
（
31）
い。 」などと、目的を拡張的に解することによって、不合
理な結論をある程度回避する傾向が見られ よう なったが、これらの判例では、まだ特定の事実関係において限定的に目的の範囲が拡張されていたに過ぎないと思われる。　　
③
　
次第に、判例は、 「定款の条項に則り会社の目的たる事業の性質範囲を定めるに当っては、定款中に具体的に記
載されている文言の本来の意義のみを標準とし 決するのではなく、その記載事項より推理演繹しうる事項は、たとえ定款に具体的に示されていなくても、なおその記載事項中に包含されるも と推断する とを妨げない。また、会社の目的を達するのに必要 事項は、定款中に記載されていなくてもその目的の範囲内における会社の業務たる性質を有するものとす
（
32）
る
。 」というように、推理演繹という論理で定款の目的条項を弾力的に解釈するとと
もに、その目的達成に必要かどうかという機能 な判断基準を導入して、両者を綜合する新しい見解を示す至っ
（
33）
た。
　
この理論を一層明らかにしたのが、次の「会社は定款によって定められた目的の範囲内に包含される事項および
その目的である事業を遂行する に必要な事項に限り、権利能力を有す
（
34）
る。 」であるが、 「定款によって定まりたる
会社の目的とその為し 行為 を対照審究して判断すべき事実問題であるとし、あ 行為 会社の目的 範囲内であることは、これを主張す 相手方
（会社債権者）
において立証しなければならな
（
35）
い」としていた。
　
しかしながら、判例が、会社の行為は一応目的 範囲内にあると推 するという態度を伴っていたとはいえ、推
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定という恩恵に与るだけでは、会社の反証によって覆ることもあるため、相手方の立場は不安定であり、ある行為が具体的に会社の目的遂行上必要かどうかは、第三者からは到底判断しえない性質のものであっ
（
36）
た。したがって、
ある行為が目的の範囲内かどうかは行為の外形から見て客観的に判断する必要があると指摘されてい
（
37）
た。
　　
④
　
最終的に、判例は、次のよう形で落ち着いた。すなわち、 「行為が外形より観て被上告会社の目的たる業務の遂
行に必要なる行為たりうべきものなるにおいては右行為は被上告会社の目的の範囲内な
（
38）
り」とか、 「仮に定款に記
載された目的自体に包含されない行為であっても目的遂 に必要な行為は、また、社団の目的の範囲に属するもと解すべきであり、その目的遂 に必要なりや否やは、問題となっている行為が会社の定款に記載されている目的に現実に必要であるかどうかの基準によるべき はなくし 、定款の記載自体 観察し 客観的に抽象的に必要であり得べきかどうかの基準に従って決す と解すべきであ
（
39）
る。 」といったものである。
　
判例が、目的の範囲を厳格に解し、会社の権利能力を極めて限定的に認めていた立場から、紆余曲折の年月を経
て、目的の範囲をほぼ無制限 等しいまでに拡張 るに至った結果、確立されたところを要約すれば、第一 、会社の権利能力は定款所定の目的によって制限されるという前提 立ち、第二に 目的条項 解釈に 定款の記載から推理演繹しうる一切の事項、さら は 達成 必要な を 含むと解し、第三に、ある行為が目的の範囲内かどうかを判断するについては、行為の客観的・抽象的性質によ というこ な
（
40）
る。
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（4）制限肯定説
　
判例の態度に同調するように、学説上も定款所定の目的によって会社の権利能力が制限されることについては、
かつては肯定的であった。すなわち、会社についても旧四三条の類推適
（
41）
用を認めつつ、目的の範囲を広く解するこ
とによっ 、妥当な結論を導き出そうとしていたのである。ただ、どの程度の範囲まで会社の権利能力が認められるかについては 見解に相違が見られたようである。　　
①肯定説の概要
　
民法旧四三条の規定は、公益法人を対象としたものであり、この規 は営利法人である会社には当然には適用さ
れないが、その精神は会社に いても何ら変わりはないのであるから、類推適用されるべきである で、会社の権利能力は、定款所定の目的 よっ 制限され、した って代表取締役などの会社機関がこれに反する取引をしたときは、当該行為は無効であって、会社は取引の相手方に対し 責に任じな
（
42）
い。
　
すなわち、法人が目的社会であり、会社社員の結合の中心点がその目的に ることから、目的により会社の存
在、すなわち権利能力の限界が決定されるべきであること より、民法旧四三条の規定は、会社についても類推適用されるのであり 会社の目的は、登記によって公示されているから 第三者は一定 行為が の目的による権利能力の範囲 制限のため損害を被っても、その不注意に基づくもの てやむをえないとしてい
（
43）
る。
　
古くは、判例同様、定款所定の目的により 社の権利能力が制限されることは、その法人としての性質上やむな
しという見解が主張されていたが、これは、会社と第三者 の取引の場面における旧四 条 位置付けやこ 理論が取引面でどのような機能を果たすかという側面より 法人 しての会社組織 構築という側面を重視した結果
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に基づくものと考えられる。　
ただ、初期の判例に見受けられるように、旧四三条をその文言に忠実に類推適用した結果、会社と取引きした相
手方に対し極めて理不尽な結論を突きつけてしまっていたのも、また事実である。　
そのような結論を回避するため、目的の範囲を拡張する傾向に拍車がかかったのだが、判例が、前述のように
「目的の達成に必要な行為」という基準を採用するのに対して、学説上は、 「目的の達成に必要または有益な行
（
44）
為」
であるとか「目的 反 ない限り一切の行
（
45）
為」 、あるいは「その営業に関して起こりうべからざる行為のみを除外
し、営業の遂行上起こりうべき全 の行
（
46）
為」などと、判例の言うところをさらに拡張するかのごとき表現が見受け
られる。目的に反しない限 一切の行為なしうるというような説明は、これを文字通り受けとめると、目的による能力制限の原則の枠をはみ出している では いかという疑問が起きるが 判例は、目的の達成に必要な行為という言葉を極めて広く解釈しているので、具体的な事案につ ての判断にはほとんど差異はないとされ
（
47）
る。
　　
②肯定説の論拠
　
定款所定の目的による会社の権利能力の制限を肯定する立場は、法人が自然人と異なってそれぞれ固有の目的を
持ち、その目的の範囲内におい 人格を有するか
（
48）
らであるとか、社員はその目的事業のために出資をしているのだ
からそれを保護する必要性があり、また、会社 取引をする第三者は、登記 よっ 公示される会社の目的 知って取引をするはずであ から、会社債権者保護 ためにも、民法旧四三条の類推適用を肯定すべきであ
（
49）
るなどとい
う理由に基づき展開される。　
制限肯定説の中でも最も厳格な解釈を試み 立場は、会社の目的が定款の絶対的記載事項であるとともに登記事
東洋法学　第56巻第 1号（2012年 7 月）
65
項でもある点からの分析なのであろうが、社員や会社債権者の利益を優先し、特に会社の事業目的が登記事項であることを って、取引 相手方 利益をあまり重視しない傾向にあると考えられる。　
ただ、一般的には、制限肯定説といえども、判例同様、目的の範囲を広範に捉える傾向に落ち着いたことには相
違ない。　　
③解釈論と立法論の狭間で
　
あるいは、制限肯定説に立脚しつつも、次のような見解も見受けられたのである。目的による能力の制限を認め
ることは、特定の目的を中心に結集した社員の利益を重んずるものであるが、その目的を本来の目的達成のため必要・有益な事項にまで拡大す は社員の合理的な意思解釈に基づくものであり、また目的 範囲の内外を客観的に決することは取引 安全のため 必要だからであるが、各個 会社におけ 定款所定の目的を決定の指標とすることは、たといそれが登記事項であ して 、公益法人と違って、 活動範囲が広汎なこと、会社 存在が私益的なものにすぎ いこと、濫用 危険が大きいことなどを考えると その妥当性に疑問があ
（
50）
る。
　
立法論としては問題なく制限否定説が妥当だが、解釈論としてみると、実定法上会社の目的が登記事項とされ、
したがって登記された以上第三者に対抗しうるとされていることがこれに対する障害とならざるをえな
（
51）
い。
　
旧四三条の解釈上は、登記の対抗力がネックとなり目的による制限を認めざるをえないが、決してこれは望まし
いことではなく、むしろ立法によって れを廃止するこ 推奨す 見解と考えられる。
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（5）制限否定説
　
判例、通説が目的の範囲を拡張することに苦心してきたのに対して、定款所定の目的は、そもそも営利法人たる
会社には類推適用すべきではないのではないかという見解
（制限否定説）
が古くから有力に主張され、学説上は、
むしろ多数を占めるに至ったと評され
（
52）
る。
　　
①否定説の概要
　
民法旧四三条を強いて会社に類推適用する必然性があるのか いう疑問が、否定説の出発点と考えられるが、そ
れは、目的による権利能力の制限が問題となる事例が、もっぱら会社 取引の相手方との間で生じる紛争に絡んでいたためであったと考えられ
（
53）
る。
　
そうすると、終局的には、会社をめぐる利害関係者、すなわち株主、会社債権者、会社と取引する者の間で、会
社による目的外の行為をどのようなバランスで評価するのか いう問題に帰結することになる。　　
②否定説の論拠
　
具体的には、以下の四点を考慮することになる。
　
第一に、取引の相手方を陥し穴から守 という動的安全の要請がある。すなわち、会社の目的は登記されてはい
るが、通常は極めて狭く定められているうえに、第三者としては実際上その目的は何であるかということを確かめるのは煩雑にたえず、また会社と取引をす 相手方はいちいち登記 よって当該行為が会社の目的の範囲内のものであ かどうかを判定することができな 場合が少なくな から、 権利能力 による制限を認める
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によりかえって会社に債務免脱の口実を与えるという弊害が多く、会社にとっては相手方のリスクにおいて投機をなしうることになり、相手方は陥し穴におちいる結果とな
（
54）
る。
　
第二に、目的による能力制限の原則の根拠の一つとしての会社の保護、出資者の保護については、仮にその必要
があるにしても、それを会社と取引をする第三者の損失において図るべきであるということに ならな
（
55）
い。
　
第三に、民法旧四三条を準用する明文規定を欠くという形式的な理由がある。民法は商法一条 より商事につき
補充適用あるのが原則であるが、平成一八年改正前民法の法人の規定については、その大部分が公益法人のみに関する規定であるため、会社 つきその準用ある場合には、各場合にその旨を商法の明文 規定しているのであり、例えば商法七八条二項、一四七条 二六一条三項は、民法四四条一項、五四条の規定を準用する旨を明定していたのであるが、四三条については商法上これを準用する明文がなく 明文がな 以上目的による制限はないと解するのは文理解釈として当然で
（
56）
る。
　
第四に、比較法的に見ても、能力外原則の発祥国であ イギリスやそれを継受したアメリカにおいてすらこの原
則が撤廃されたことが挙げられてい
（
57）
る。
　　
③下級審判決に見られる制限否定説
　
判例の態度は、前述の最高裁昭二七・二・一五判決によって確立されたわけだが、下級審判決の中には、手形行
為が一般事業会社の目的の範囲内か否かというありふれた問題 ついて 「民法四三条 上の公益 に限って適用せらるべき規定であって、営利法人たる会社 はそ 適用がない」 判示しているものも現れ
（
58）
た。本件
は、このような大上段の議論をする必要は全くなかった事案 が 目的 権利能力を否定する学説 立場
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を初めて採った判決として注目を引くものであ
（
59）
る。
　　
④制限否定説の分類
　
制限否定説もその中身を細かく見てみると、さらにいくつかの見解に分けられる。
　
ⅰ営利の目的による制限
　
会社の権 能力は、 款所定 目的によっては制限されないが、全ての会社に共通な営利の目的によっては制限
されると解する説があ
（
60）
る。
　
しかし、特定 行為が営利の目的の範囲内にある 否かは取引の相手方 は、必ずしも明らかでないから、いや
しくも取引安全保護の重視 社会的要求に合することに基づいて、目的による制限否定説を採る以上は、営利の目的による会社の権利能力 制限をも否定するのが正当であ
（
61）
り、すなわち、ある行為が、営利の目的の範囲に含まれ
るかどうかの基準が明瞭でなく、ことに行為の客観的・抽象的性質によっ 決しえないという難点があ と言わざるをえな
（
62）
い。
　
ⅱ代表権に対する制限
　
あるいは、定款所定の目的は会社の権利能力 制限にはならないが、会社の機関の対外的代表権の範囲を画する
と解し、ただその制限は善意の第三者に対抗でき いとする説があ
（
63）
る。
　
しかし、目的の範囲という一般的な必ず も明確でない基準 よって、代表権 制限 つい 第三者の善意、悪
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意を問題にするのは、いたずらに紛争を生ずるおそれがあると批判され
（
64）
る。
三
　
考察
（
1）能力外原則の位置付け
　
これまで概観してきたように、能力外原則は、会社の権利能力の範囲を画する機能、とりわけ会社と取引の相手
方の契約上の争いの場面に絡んで議論されることがほとんどであった。ここでは、公益法人、あるいは協同組合に代表されるそれ以外の種類の法人はもとより、銀行業、証券業、保険業等、業法の規制を受ける会社、さらには、特別法上の会社と一般的な事業会社と 同列で検討するものではなく、会社とりわけ有限責任社員のみから構成される会社、特に株式会社における能力外原則の位置付けについてさらに検討していく ととす
（
65）
る。
　
明治二九年に制定された民法の成立過程においては ドイツ、フランスの大陸法系の枠組みが参考にされたので
あるが、法人に関する章は、穂積陳重博士によって起草されたも であり、法人の能力に関す 旧四三条は、擬制説の立場から、英米法 能力外原則
（
ultra vires ）
の理論を導入したものであることは周知の事実である。た
だ、このような原則を持たないドイツ、フランス 法制との比較検討がなされた跡は見当らないし、実質的な利益の衡量もなされていな
（
66）
い。
　
なお、わが国では契約履行のどの段階においてある行為が定款所定の会社の目的に反する旨の主張がなされてい
るかを考慮したうえで、その契約の効果を判断するというアプローチが取られてこなかった点に留意する必要があ
（
67）
る。
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（2）対外的な取引
　
前章において概観してきたように、目的による権利能力の制限は、会社が取引の相手方に対して、債務免脱の口
実として主張するかのごとき場面において展開されてきた経緯が認められるのである。　
会社の目的が登記事項とされ いることが 制限肯定説の依拠するところであり、またそこから脱却できない障
壁ともなっていると考えられる。実定法上会社の目的が登記事項とされ、したがって登記された以上第三者に対抗しうる されているこ がこれに対する障害とならざるをえないため、登記により確知しうる事項についても、行為者が相手方を誤らせ ような行為をした場合には、いわゆる外観理論ないし禁反言の原則によって行為者の責任を認める商法の規定を利用 、会社側に何らか相手方を誤 せ よう 行為があるとき会社の責任を認め という方法で、妥協点を見出そうとす 見解もあ
（
68）
る。
　
しかしながら、会社が第三者に対し登記した を主張しう のは、会社の目的が何かというにとどまり、会社
の目的によって会社の権利能力が制限され 主張しう こ は、商法一二条の規定からは明らかでな
（
69）
い。禁反言
原則ないし外観理論により能力外原則 修正 も、相手方 悪意や重過失により不適用となるが、目的の登記があることがこれ 該当するのではないかという疑問があり、仮にこれらの原則の適用があ としても、会社 の契約の相手方 自分が善意にして無過失であるこ の証明を要 ことになるが、このような立証は容易でな
（
70）
い。
　
また、相手方としては自分の行為につき禁反言原則または外観理論の適用はないから、相手方からは、会社の行
為は能力外原則により無効であると主張できることになり、会社に って有利な行為につき は請求を拒否されることになってしま
（
71）
う。
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（3）会社機関の行為規範
　
会社の目的は、その権利能力の範囲を制限するものではなく、ただ取締役および取締役会等の会社機関の行動範
囲についての義務を定め、取締役等が職務を行うについての内部的な制限を生ずるのであり、これに反する取締役等の賠償責任、株主による目的外行為の差止請求、裁判所による会社の解散命令、少数株主による解任事由を生ずるのに止まるのであり、取締役の代表権を制限するものではな と解され
（
72）
る。すなわち、定款所定の目的は、会社
の権利能力および代表機関の権限のいずれについてもこれを制限するも ではなく、単に会社機関の行動範囲について目的外 行為をしてはならないという義務を定めるのに過ぎないこと な
（
73）
る。
四
　
おわりに
　
以上概観してきたように、民法旧四三条の会社への類推適用を認めるべきか否かという問題は、同条の立法当
時、起草者が意図して たところとはかけ離れた思わぬ方向へと 裁判実務 展開していったこ に起因するものであろう。　
既述のように、民法旧四三条の規定が 公益法人を対象としたものであったのは紛れもない事実だが、この規定
は営利法人である会社には当然には適用されないが、 “そ 精神は会社についても何ら変わりはない あるから、類推適用されるべき”であるという主張があ 。し しながら 何をもってその精神は何ら変わりは とするのかが明確でなく、理解に苦しむ。公益法人と営利法人たる会社との間に横たわ 設立についての立法主義の相違
（会社は準則主義）
や事業活動に係る設計上の自由度を見れば、会社の権利能力は、定款所定の目的によって当
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然に制限されると考える必要性に乏しい。　
また、会社の目的は、登記によって公示されているから、第三者は一定の行為が会社の目的による権利能力の範
囲の制限のため損害を被っても、その不注意に基づくものであってやむをえないとするが、登記事項の一項目である会社 目的が、会社と第三者との取引関係 おいてある取引と権利能力の関連を単純明快に理解できるところまでの機能を果たしうるのか疑問である。取引に際し、登記簿を確認しなかったから不注意だ いうのならまだしも、確認して目的の範囲内と判断した ころ うではなかったというのでは、契約締結以前に予測困難なリスクを負わされることになりかねない。会社と第三者との取引の場面において能力外原則を持ち出すこ には、もはや何の意義 認められないとし 言いようがない。しかしながら、目的 よ 権利能力の制限を肯定 る判例・通説の態度も、 「目的の範囲」を拡張するという一種のトリックによって、同条による制限をほとんど骨抜きの状態にするところまで辿り着いたのであり、具体的な事案に当てはめた場合、制限肯定説も実質的に 否定説とほんど相違ない機能 果たしてい 言われる。　
いずれにせよ、営利法人たる会社については能力外原則を導入する根拠 乏しく、対外的には、能力の制限であ
れ、代表権の制限であれ、目的による制限は望ま くなく、株主の保護については 次に挙げる内部的保護手段に委ねるのが妥当であろ
（
74）
う。結局のところ、定款所定の目的は、対外的な取引関係において会社の権利能力を制限す
るものではなく、また、取締役の代表権 制限を加えるも でも く、取締役等の善管注意義務違反 基づく損賠賠償責任事由
（三五五、四一九Ⅱ、四二三Ⅰ）
、取締役等の行為の差止事由
（三六〇、三八五、四〇七Ⅰ）
、監査役等
の取締役等へ 報告事由
（三八二、四〇六）
、役員の解任事由
（八五四Ⅰ）
、会社の解散命令事由
（八二四Ⅰ③）
等、
取締役等が職務を遂行する際や解散命令 どが問題となる場面で“内部的な制限”を及ぼすも に過ぎないと解す
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べきであろ
（
75）
う。
　
会社の目的が登記事項とされていることをもってしても、ある行為が、目的に含まれるかどうかまで公示してい
るわけではなく、目的が登記されていることのみをもって、第三者に当該取引が会社の権利能力の及ぶ範囲にあるかどうかを確実に判断させることは到底無理である。終局的には裁判所の判断によらなければならないというのであれば、それはも や意味をなさない無用の理論と言わざるをえない。　
ところで、会社の権利能力は定款所定の目的による制限を受けるのかという、長年にわたり議論されてきた問題
に関し、平成一八年に一般法人法の整備法により民法が改正されたため、改正後の三四条が、会社にも適用されることとなったとの記述も見られ
（
76）
る。
　
現在の民法三三条は、一項で「法人は、この法律そ 他の法律の規定によらなければ、成立しない。 」とし、二項
では「学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益を目的 する 人、営利事業 営むことを目的とする法人その他の法人の設立 組織 運営及び管理 ついては、この法律その他の 律の定めるところによる」と規定している。　
民法三三条は、法人に関する基本的な一般法である民法として、法人に関する基本的事項を規定する条文であ
り、一項においては法人についての法人法定主義
（法律準拠主義）
を定め、二項において、各種法人についてはそ
の種類に応じて特別法によって定める旨を規定してい
（
77）
る、というのが、一般的な見解なのであろうが、民法が法人
に関する基本的な一般 で、その他の法律が特別 という関係が、 人 種別 かかわらず形式的にはと かく実質的 も成り立ちうるのか ささか躊躇を覚えざるを得な 。民法三三条 文言にある営利事業を むこと 目とする法人が、 「会社」を指し、これに関するそ 他 律が、 「会社法」を指すのは言うまでもないことであ う。　
一般法人法は、一般社団法人および一般財団法人について、民法三四条を準用する旨を定めていない。整備法
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よる一部改正前の私立学校法二九条、社会福祉法二九条等は、それぞれ学校法人、社会福祉法人等について、改正前の民法四三条
（現在の三四条）
を準用していた。これらから、改正前の民法四三条が直接適用されたのは、改正
前の民法が規律する社団法人および財団法人であったことによるものと理解することがで
（
78）
き、民法の改正によって
公益法人に関す 規定が民法から削除されたため 改正後の民法三四条 規定は、法人全体についての原則規定となった。民法三四条の「法人」とは、法人の類型を問わず、すべての法人であると せられる。したがって、改正後の民法三四条は、 人に関 一般規定として、特に準用する旨 規定のない場合でも 一般社団法人および一般財団法人、会社そ 他すべての に適用されるものと解せられ こと され
（
79）
る。
　
仮に、改正後の民法三四条が、会社にも“適用”されることに変更されたのだと解すれば、定款所定の目的によ
る権利能力の制限を会社に適用しない近時の外国立 例の動向および改正前公益法人 関する民法規定の会社への類推適用を否定していた有力学説を無視し、株式会 を含むすべ 法人につき権利能力 定款所定の目的による制限を明定した平成一八年の民法改正は、立法論としてははなはだ遺憾であ
（
80）
る
という見解に落ち着くのであろう
が、そこまで乱暴な変更が加えられ とは、条文からは明確 は読み取 ことが難しく思える。　
この点に関しては、民法三三条二項によれば、民法三四条は営利事業を営むことを目的とする法人
（会社）
にも
適用されるようであるが、会社の設立、組織、運営および管理について 、会社法が自足的 規律しているから、民法の適用の余地はないと解され
（
81）
るとか、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律には民法旧四三条に相当す
る規定はな
（
82）
いことなどを根拠に、立法によって目的による権利能力の制限が会社に及ぶことになったとは必ずしも
認められないとする見解もある。　
平成一七年に制定された会社法は、第一条で「会社の設立、組織、運営及び管理 ついては、他の法律に特別の
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定めがある場合を除くほか、この法律の定めるところによる。 」と規定している。 “他の法律に特別の定めがある場合”というのは、通常、会社法の特別 に該当すべき法律 、会社法に優先して適用されるべき何らかの規定がある場
（例えば、金商法や独禁法の規定）
を想定していると考えられる。会社法制定後に改正された民法の規定まで
取り込むことを想定しての文言とはとても思えない。果たして、僅か五条しか残存していない民法の法人に関する規定が、会社にも“適用”されると解することに合理的根拠が認められるのか、はなはだ疑問である。　
ところで、能力外原則生成の発端は、元来イギリスにおいて特に半公益的事業を営む会社に対する権利能力制限
の要求から起った点、および、こ 原則が確立されるまでは、会社に対 自然人と同様に一般的権利能力を認める見解が支配的であ 、この理論の確立 一八六二年会社法における 款の目的変更 絶対禁止の規定に従ったまでのことからしても、法人が元来本質的に目的の範囲内において み法人格を有するものではないことを立証するもの ある点 すると 問題をわが国に移 考察した場合、この原則は、寧ろ公益 人 は妥当するものであるが、あえて会社に押 付ける必要 あるのかどうか疑問であ
（
83）
る。
　
営利法人については、商法・会社法の適用を受け
（商五〇一条以下、会社法五条以下参照）
、民法および一般法人
法の規定の適用はなく
（法一一条二項・一五五条三項二号参照）
、法人法定主義を定める民法三三条一項の規定に基
づき、会社法は、会社が法人である旨を定めてお
（会社三条）
、会社が法人であることの根拠は、会社法であ
る
（
84）
という理解と民法三四条が会社にも当然適用されるという理解は両立するのであろうか。
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（
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3）五頁、江頭憲治郎『株式会社法（第
3版） 』 （有斐閣）三一頁。
（
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加美和照「英米法における
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ires
理論（二・完） 」 『社会科学論集（埼玉大学） 』三号九三頁。
（
6）　
加美前掲註（
5）九三頁、戸塚登「英国会社法における能力外の法則について」 『阪大法学』四六号二三頁。
（
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加美前掲註（
5）九三頁。
（
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加美前掲註（
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5）九七頁、戸塚前掲註（
6）二七頁。
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（
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6）二八頁。
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H
arry H
enn and John R
. A
lexander, L
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S O
F
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R
A
T
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 and O
ther B
usiness E
nterprises 477 （
1983 ）.
（
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R
A
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IO
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1995 ）. ジャクソン大統領の経済政策は、政府による介入を極力避
ける自由主義的なものであり、当時、能力外原則は、次のように理解されていた。 『能力外の行為は、時として、違法な行為または会社の権限の範囲内の行為だが 不適切な会社機関もしくは要求される手続に従わずに適切な機関によってなされたものと混乱されることがあった。真の意味 の能力外という言葉は、会社の目的または権限を超える行為を表すものである。裁判所によっては、この文言を会社の目的もしくは権限の範囲内の行為だが 権限 与えられていない方法でもしくは権限なしに遂行された行為を特徴づけるため、拡張されること あった。
　　
かつては、会社はかなり限定された目的および権限をもって設立され、かつこれらの目的は厳格に解釈されていた。伝統的なア
プローチによれば、会社は 州からは限られた能力しか認められずに創設される人工 な存在とみなされていた。このような能力を超えるあらゆる会社の行為 能力外で無効、違法かつ法的効果が発生しない のとみなさ た。もしある取引が、定款規定された事業目的の範囲を超えるも である場合 いくつか 事例では、他方当事者が会社の権限が欠如し ことにつき悪意である場合は、このこと 公的な記録（定款）上明 かで る で 債務を負担すべきであると判示し
　　
より現代的なアプローチによれば、能力外の行為は、公序に反しなければ、違法とはいえないこととされる。問題点は、能力の
問題ではなく権限の問題で る。会社はそ 権限 超えることが許されない一方、実際 そのような行為を し、責任を取ることができる。全目的条項が受け入れ れ ように り、また会社 権限が自然人 それと等しくなるにつ 能力外の行為れる余地はほとんど残っていない。両当事者により完全に履行され 契約は、たとえ あったとして 契約に基づき要求される権利は、強固に構成される。まったく履行されていない契約の場合、能力外 いずれの 事者にとっても有効な抗弁となった。反対の領域 一部履行の契約 それ った。一部 州裁判所によ て追随され 、古典 な連邦法上契約は無効であり、何の権利も しえないというものであった。契約がまったく履行 て ない場合、または完全に履 された場合、何ら訴訟は成立しない 一方 当事者によ 他方 当事者 利益とな 行為がある場合、前者は後者にも らされた利益分の合理的な価格に相当する準契約上の救済を受けることができ 。 』
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（
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Jacksonville, M
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.S. 514, 523 （
1896 ）.
（
23）　
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allantine on C
orporation 224 （
rev. ed. 1946 ）. より現代的な支配的原則は、能力外の契約は違法な場合を除き、無効とは
ならないが、一定の場合には強制されうる（一方当事者が利益を得ており、従って能力外の抗弁を主張することを禁じられるような場合） 。もちろん、各原則のもとでは、違法な契約は、能力外か否かにかかわらず、行為の違法性により無効となるであろう。能力外の特徴自体 契約を違法とするわけではない。しばしば違法かつ能力外の契約が発生するため、混乱が生じているにすぎない。
（
24）　
ibid.
（
25）　
ibid.
（
26）　
ibid. 『いかなる疑問も残らないように、一二四条は、さらに、会社の行為および会社に対するもしくは会社による不動産もし
くは動産の譲渡もしくは移転は、そのような行為をなすかもしくはそのような譲渡もしくは移転をなすもしくは受け 能力または権限を会社が有しないという事実に基づき無効となることはないと規定し、能力外原則を葬りさっている。一二四条（一）項に基づく株主は、未だに、会社が、表明もしくは部分的に履行された契約を遂行することを禁ずることが可 だが、能力外原則は、もはや完全に履行された契約に対する抗弁と て主張することはできない。
　　
とりわけ小規模会社では、株主の会社の活動に対して契約上の制限を強要する能力には、ある種の重要性が認められる。能力外
原則の衰退の継続的な重要性は、あまり技術的な問題で 。会社の行為が、その定款に規定される限定的な権限および目的によって制約される限り おいては、定款 よって明記 包含されるそれらの権限および目的を超えて社会もしくは非株主有権者への義務を負うのかという疑問 ほとんどなかった。 かし厳格な構造 道を空け、大規模 会社が社会において重要な役割を発揮するようにな につれ、たとえあったとしても、会社 社会的責任が何であるか ついて言及す 明白な理論は存在しない。 』
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竹内昭夫『会社法の理論Ⅰ』 （有斐閣）一五三頁は、さらに、会社債権者保護ということも 会社債権者は、会社が定款の目
的を変更して取引をしようとする場合には何らこれに干渉しえ いのであるから、問題にするほどのことではないとしている。
（
56）　
田中（誠）前掲註（
52）八二～八三頁。浜田道代「会社の目的と権利能力および代表権の範囲・再考（中） 」曹時五〇巻一〇
号二四一一頁は、改正前民法四四条一項を準用しなが 同四四条二項を準用しなかったことは、同項と対をなす四三条を会社に準用する意図を商法起草者が有しなかったこと 示すと主張する。
（
57）　
田中（誠）前掲註
52）八二頁、加美和照『会社取締役制度研究』 （中大出版）四八頁、竹内前掲註（
33）一三五頁参照。
（
58）　
大阪高裁昭三五・四・二七高民集一三・四・三七九。
（
59）　
竹内前掲註（
33）一〇六頁。
（
60）　
大隅健一郎・今井宏『会社法論 上 』 （有斐閣） 一頁
（
61）　
田中（誠）前掲註（
52）八四頁註（
7）参照。
（
62）　
上柳前掲註（
47）九四頁。
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（63）　
大森忠夫『会社法講義』 （青林書院）一七頁。
（
64）　
加美和照『新訂 』 （勁草書房）二三頁、上柳前掲註（
47）九五頁。
（
65）　
竹内前掲註（２）二〇～二一頁。また、同論文は、二四～二五頁において、能力外原則の適用については、合名会社・合資会
社と株式会社・有限会社とを区別して、換言すれば、社員の責任が無限責任であるか有限責任であるかの別を意識することなく、展開されてきたが、
partnership
にあっては
partner
が無限責任を負い、相互に代理し合うことによって、数人の個人企業を統一
の名の下に行うにすぎないため、投資家や債権者の保護の要請や有限 の特権の下に個人企業を圧迫するという危険は初めから存在しておらず、イギリスでもアメリカでも
partnership
について能力外原則を考慮することはない。他方、わが国では、能力外
原則を人的会社にも当然適用されるものと考えられてきたということは、外国の法原則をその歴史的、社会的背景から切り離して摂取したために、それが不当 一般化された事例というべ であろ と指摘している。
（
66）　
竹内前掲註（２）二三頁。
（
67）　
竹内前掲註（２）二八～二九頁。この点に関し、アメリカの判例は、 （ａ）両当事者が契約の履行を全然し いないときは、
両当事者とも契約の無効を主張できる （ｂ）両当事者が完全に履行した後は契約は有効と認められる、 （ｃ）当事者の一方だけが完全に履行したとき、ま は双方が部分的に履行を済ませ ときにおける相手方 救済は、準契約的訴訟（わが国 不 利得返還請求訴訟 類似）による救済しか認めないか、契約自体に基づく請求を認め か、というように契約の履行段階が異なるのに応じてきめ細かい解決を図って た。
（
68）　
鈴木・竹内前掲註（
50）一一～一二頁。
（
69）　
田中（誠）前掲註（
52）七九頁。
（
70）　
田中（誠）前掲註（
52）七九頁。
（
71）　
田中（誠）前掲註（
52）七九～八〇頁。
（
72）　
田中（誠）前掲註
52）八三頁、上柳前掲註（
47）九五頁、並木俊守『現代株式会社法〔全訂版〕 』 （中央経済社）二三頁。
（
73）　
並木前掲註（
72）二一頁。
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（74）　
高木前掲註（
2）二四二～二四三頁。
（
75）　
田中（誠）前掲註（
52）七八頁、加美前掲註（
64）二三頁、上柳前掲註（
47）一九五頁、 。
（
76）　
神田前掲註（
3）五頁、江頭前掲註（
4） （有斐閣）三一頁。
（
77）　
渋谷幸夫『公益社団法人・公益財団法人・一般社団法人・一般財団法人の機関と運営』 （全国公益法人協会）三三頁。
（
78）　
渋谷前掲註（
77）三七頁。
（
79）　
渋谷前掲註（
77）三七頁。
（
80）　
江頭前掲註（
4）三一頁。
（
81）　
吉本健一『レクチャー会社法』 （中央経済社）一三頁註（
6） 。
（
82）　
龍田前掲註（
1）五四頁註（
34） 。ただ、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の適用を受ける公益法人は、元々平成
一八年改正前は民法による規制に服していたところから移行したと位置付けられるだろうから、民法三四条による権利能力の制限が従前と変わらず及ぶと解す ことは、想像に易いと思われる。
（
83）　
加美前掲註（
5）一〇九頁。
（
84）　
渋谷前掲註（
77）三四頁。
―ほりぐち
　
まさる・法学部准教授―
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